大阪府人権擁護士要綱

（目的）
第1条　大阪府人権尊重の社会づくり条例（平成１０年大阪府条例第４２号）に基づき策定した大阪府人権施策推進基本方針を踏まえ、府民の人権問題を早期に解決に結びつけるとともに、人権侵害を未然に防止する役割を担う人権擁護士を養成し、もって府民の人権を擁護することを目的とする。

（府の役割）
第２条　府は、市町村や民間企業をはじめ教育機関、医療機関、社会福祉施設などの事業所等（以下「事業所等」という。）の人権相談機能の充実を図るため、人権擁護士の養成に努める。
２　府は、市町村や事業所等の相談対応等において人権擁護士が活用されるよう、その活動実績等の周知に努める。
３　府は、市町村と連携かつ協力して、人権擁護士の資質向上を図るための研修機会の提供に努める。
４　府は、人権擁護士相互の情報交流や連携の強化等を図るため、その自主的な組織活動を支援する。

（人権擁護士の業務）
第３条　人権擁護士は次の各号に掲げる業務を行う。
一　複雑・困難な相談事案の原因や背景を分析し、適切な専門相談機関へのあっせん及び当事者間の調整を行うこと。
二　高度な知識とカウンセリングマインドをもちながら、対人援助技術を活かし、相談を行うこと。
三　様々な人権問題の解決に向けた啓発を行うこと。
四　人権に関する各種の相談業務に従事している者をサポートし、相談技術等の向上のため指導に努めるとともに心のケアを行うこと。
五　人権相談の内容を分析・整理し、啓発課題や人権侵害の予防のための検討を行い、行政機関等に必要に応じて意見を述べること。
２　人権擁護士は、前項に掲げる業務を行うにあたって、個人情報の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を取り扱わなければならない。

（人権擁護士の登録）
第４条　人権擁護士として活動しようとする者は、知事の登録を受けなければならない。

（人権擁護士の要件）
第５条　前条の登録を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次の各号に掲げる要件をすべて満たしていなければならない。
一　登録申請時において大阪府内に在住または在勤していること。
二　府が実施する人権総合講座のうち人権課題等に関する所定の講座（以下「履修講座」という。）を修了していること。
三　人格、識見が高く、次のいずれかに該当する者であること。
ア　府及び市町村において人権に関する各種の相談業務に従事している者で、豊富な経験を有している者又は指導的な立場にある者
イ　事業所等において相談やカウンセリングに従事し豊富な経験を有する者
ウ　前各号に掲げる者のほか、知事が特に認めた者
２　前項第二号の履修講座は、人権課題に関する専門知識、紛争処理手続、カウンセリングマインド及び対人援助技術を実践的に習得できる内容とする。

（登録の申請）
第６条　申請者は、別に定める申請書を知事に提出しなければならない。
２　前項の申請書には、申請者が所属する府及び市町村並びに事業所等の代表者が記載した前条第１項各号の確認ができる推薦書を添付しなければならない。

（名簿への登録及び資格認定証の交付）
第７条　知事は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、人権擁護士として相応しいと認めた者を別に定める人権擁護士登録名簿（以下「名簿」という。）に登録するものとする。
２　知事は、前項の規定により登録したときは、遅滞なく申請者に別に定める資格認定証を交付するものとする。

（申請事項の変更）
第８条　人権擁護士は、第６条第１項の規定により申請した事項のうち、次に掲げる事項に変更が生じたときは、その都度、別に定める変更届を知事に提出しなければならない。なお、第１号の場合は、併せて前条第２項の資格認定証を提出しなければならない。
一　氏名
二　自宅（住所、電話・ＦＡＸ・メールアドレス）
三　所属名
四　所属（所在地、電話・ＦＡＸ・メールアドレス）
２　知事は、前項第１号及び第３号の申出があった場合においては名簿を訂正する。
３　知事は、第１項第１号の申出があった場合においては記載事項を変更した資格認定証を新たに交付するものとする。

（人権擁護士証の交付）
第９条　知事は、前条の規定により登録した人権擁護士のうち、希望する者に対し、別に定める人権擁護士証を交付するものとする。

（連絡簿の提供）
第１０条　知事は、人権擁護士の活動促進につなげるため、本人の同意を得た上で別に定める人権擁護士連絡簿を市町村及び府が行う人権相談・啓発等事業の受託者に提供することができる。
２　知事は、本人の同意を得た上で前項に定める人権擁護士連絡簿に記載の内容の全部又は一部を第三者に提供することができる。

（名簿からの削除）
第１１条　人権擁護士において、業務を遂行できない事情が生じた場合は、本人等からの申出により、知事は、当該人権擁護士を名簿から削除し、又は、登録の一時停止をすることができる。
２　知事は、人権擁護士が次の各号のいずれかに該当する場合においては、これを名簿から削除することができる。
一　人権擁護士が業務を行うにあたって、人権擁護士として相応しくない行為があったと認めた場合
二　本人への連絡が取れない事態が発生してから、１年を経過した場合
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（名簿への再登録）
第１２条　知事は、前条の規定により名簿から削除した者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、これを名簿に再登録することができる。
一　前条第１項により削除した者が、業務を遂行できない事情が解消され、本人から別に定める申請書が知事に提出された場合
二　前条第２項第２号により削除した者から、別に定める申請書が知事に提出された場合

（推進会議の設置）
第１３条　人権擁護士制度の運用に関し、広く有識者等の意見を求めるため、人権擁護士推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。

（推進会議の委員）
第１４条　推進会議の委員は、５人以内とする。
[bookmark: _Hlk192515023]２　委員は次に掲げる者のうちから、知事が委嘱する。
一　学識経験のある者
二　市町村の職員
三　その他知事が必要と認める者
３　委員の任期は１年以内とする。ただし、再度の委嘱を妨げない。

（座長及び座長代理）
第１５条　会議の円滑な進行等を図るため、進行役として座長及び座長代理をおく。
２　座長代理は、座長を補佐し、座長に事故あるときは、その職務を代理する。

（推進会議）
第１６条　推進会議は、府民文化部人権局長（以下「人権局長」という。）が招集する。
２　人権局長は、必要に応じて関係者の出席を求めることができる。

（推進会議の庶務）
第１７条　推進会議の庶務は、府民文化部人権局人権擁護課において行う。

（その他）
第１８条　この要綱及び懇話会等行政運営上の会合に関する取扱要領（平成２４年１０月２３日総務部人事室長通知　人事第２１５２号）に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、別途定める。


附　則
この要綱は、平成１９年４月２日から施行する。
平成２１年４月１日一部改正
平成２４年６月１日一部改正
平成２４年１１月１日一部改正
平成２５年７月３１日一部改正
令和４年４月１日一部改正
令和７年４月１日一部改正
